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国立がん研究センター理事長     堀田 知光
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１．あいさつ  


国立がん研究センター理事長    堀田 知光 


２．がん診療連携拠点病院 院内がん登録2010年全国集計報告について 


がん対策情報センターがん統計研究部長   西本 寛 


３．院内がん登録2010年全国集計報告の特徴について 


がん対策情報センター診療実態調査室長   柴田亜希子 
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資料３  概要版 がん診療連携拠点病院 院内がん登録2010年診断症例 
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院内がん登録で全国のがん診療連携拠点病院の診療状況、特徴を分析 


－がん診療連携拠点病院院内がん登録 2010年全国集計 報告書の発行について－ 


独立行政法人国立がん研究センターがん対策情報センターがん統計研究部院内がん登録室 
 


１．がん診療連携拠点病院院内がん登録 全国集計報告書 とは 


 国立がん研究センターが全国のがん診療連携拠点病院において実施されている院内がん登録のデータの


提供を受け、 


① がん種、進行度、その治療の分布を把握し、国や都道府県のがん対策に役立てる、 


② 各施設が全国と比較した自施設のがん診療状況を把握し、がん診療の方向性等を検討する、 


ための基礎資料を還元することを目的とした報告書です。 


 


 本年度は 2010年診断症例の分析を行いました。平成 21年度に初回の報告書を発行して以来、4回目の集


計報告です。各施設の登録データの質が向上してきた結果、データの収集期間や集計処理時間が短縮さ


れ、平成 24 年 3 月に 2009 年全国集計の発行、公表に引き続き、同年内に 2010 年版を発行できるようにな


りました。 


 


２．本報告書から分かること 


① 拠点病院はわが国のがん診療の大きな役割を担っています。 
2009 年と比較して、拠点指定病院の増加に伴い、集計対象施設が 18 施設（4%）増加して 387 施設に、登


録数が約 6.1 万例（11%）増加して、集計対象は 548,979 例になりました。この数は、日本全体の概算の罹患


数の 66.9%（2009 年と比較して 5.4%増加）であり、わが国のがん診療において拠点病院が大きな役割を担っ


ていることが分かります。 


 


② データの品質は向上し、安定してきています。 
 2009 年と同様に、性別、患者の診断時の住所別、年齢別、症例区分別、来院経路別、発見経緯別、部位


別 を集計しました。都道府県や施設によって、診療している対象に特性がありますが、それらの特徴は、都


道府県別には、2009年と2010年で大きな違いはないことが分かりました。このことから、都道府県単位には、


一定の品質のデータが登録されるようになったと考えられます。都道府県別の集計値を参考にして、施設別


の違いについて、施設の特徴を示す真の違いなのか、登録方法による人工的な違いなのか、施設自らの評


価に利用することができるでしょう。 


 


③ 肺がんのタイプ別の治療方法について 
 肺癌は、細胞のタイプが、扁平上皮癌、腺癌、小細胞癌の大きく 3 つに分けられます。一般的に、タイプが異


なれば、同じ病期でも、標準的な治療方法が異なります。治療方法は、患者さんの年齢や全身状態も考慮して


決定されるので、一概には言えませんが、例えば「Ⅰ期の肺の扁平上皮癌の場合、日本全体では、手術のみ


の治療が最も多く行われている傾向がある。」ことが、本集計結果から分かりました。なお、本集計については、


集計値が 10 以下を含む施設が多数となるため、施設別の集計値の一般公表は致しません。 


  


３．本報告の意義 


 平成２４年 6 月に、平成１９年 6 月に策定されたがん対策推進基本計画を見直しした新たな計画が策定され


ました。それを受けて、各都道府県においてがん対策推進計画の見直しを計られているところです。新基本


計画では、新たに、小児のがんや数の少ないがん（稀少がん）に関する対策の必要性にも言及されました。本


報告書および各都道府県に還元する集計資料が、がん診療連携拠点病院における診療の実績等を測る資


料のひとつとして、有効に活用されることが望まれます。 
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平成 24 年 11 月 8 日 


 


独立行政法人国立がん研究センターがん対策情報センター  


がん統計研究部 院内がん登録室 


 


がん診療連携拠点病院 院内がん登録 2010 年全国集計 報告書の発行について 
 


【拠点病院院内がん登録全国集計とは】 
「院内がん登録の実施、データの提供」は、がん診療連携拠点病院の指定要件の一つになっ


ています。2007 年以降、各拠点病院で診断あるいは治療された患者さんの情報を匿名化した形


で、1 年ごとに、診断された日や発見の経緯、がんの進行度（病期）などを電子データとして国立


がん研究センターが収集しています。収集・集計は今回が 3 回目であり、昨年に引き続き、施設


名入りで全国の拠点病院院内がん登録の集計結果を公表いたします。 


【今回の集計の経緯】 
平成 23（2011）年 10 月時点で指定されていたがん診療連携拠点病院 388 施設に、全国集計


の手順書を送付し、2010 年 1 月～12 月に診断された「がん」の情報を 2011 年 11 月から 12 月に


かけてデータ提出していただくようにお願いしました。2011年 12月に、簡単なエラーチェックを行


うソフトウエアをインターネットにて配信し、提供を予定しているデータを本ツールで確認して、必


要な修正を行った上で、すべて論理矛盾がない状態でのデータ提供を依頼しました。  


データ収集依頼施設 388 に対して、期限内にデータを提供した施設は 387 でした。 


【今回の登録数の概要】 
 集計対象 387 施設から提供を受けたデータを集計した登録数は 548,979例で、昨年と比べて


集計対象施設が 18 施設（4%）増、登録数が 61,538 例（11%）増加しました。施設別にみた登録数


の中央値は 1,251、最小 168、最大 8,620 で、昨年と比べていずれも少し増加していましたが、施


設あたりの登録数の違いについて、大きな変化は認められませんでした。 


 本報告書から、集計対象について見直しが行われました。2007～2009年までは、診断情報に


関わる集計を除き、症例区分に関わらず全登録患者を対象としていましたが、2010 年からは症


例区分：その他を除いた症例を基本の集計対象とすることになりました。これは、症例区分：その


他には、セカンドオピニオンのみの初診患者を含んでおり、これを登録対象とするか否かは施設


の任意であることから、診断情報等を測る集計の場合、比較可能性を高めるために、対象を自施


設診断患者または治療患者に限定したほうがよいとの考え方が多かったためです。 


昨年度の報告書と同様に、2010 年都道府県別概算罹患数に占める拠点病院による登録数の


割合を試算しました。拠点病院登録割合は、2009 年と比べて全体で、5.4 ポイント増加して 66.9%


になりました。登録割合が増加した県が多く、大きく減少した県はありませんでした。登録割合の


値を評価する場合、分母である概算罹患数が過小評価である可能性と、分子である登録数の過


大評価（施設間での腫瘍や患者の重複登録）が想定されるため、登録割合が大きい場合でも、


その地域のがん患者が主に拠点病院だけで診療を受けている実態を示すものではないことに注


意が必要です。 


拠点病院の他の施設で診療された 2010 年診断患者の数は、各都道府県のがん登録（地域が


ん登録）によって拠点病院を含めて調査されるべきものですが、2010 年診断患者について 47 都


道府県全部で調査されておりません。また、地域がん登録の調査結果は、通常、診断年から 3-4


年後に公表されます。そのため、本報告では 2008 年以来、以下に掲げる同じ方法で、都道府県


別のがん罹患数を概算して用いています。 


 


都道府県別概算（推計）罹患数 


＝最新の院内がん登録集計年と同じ年の都道府県別がん死亡数  


  × 直近の地域がん登録全国集計由来の推計がん罹患死亡比 


資料－2 
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   過去 3 年の登録数の推移を見ると、男性と女性において、ほぼ同様の増加の傾きを示しており、


年ごとに男女で大きな偏りなく登録されていると思われました。主な部位別では、全部の部位で


登録数の増加が認められました。特に、2009年から 2010年にかけて、女性の肺がんの登録数の


増加率が少し増しています。 


 


がん登録のデータを見るとき、依然としていくつか問題が存在します。院内がん登録のルールと


して、初診患者だけを対象とする、他施設で開始された継続治療などの情報は含まない、という


定義がされているため、拠点病院の実態（どんな治療が何件実施されているか、など）そのものを


表しているわけではない点に注意してください（これから、数年かけてこの調査の精度を上げてい


くことが必要です）。 


 
【今回の集計報告書について】 


1. 2009 年報告書とほぼ同様の構成です。 


Ⅰ 調査方法：収集と集計の対象と方法等の定義や注意事項をまとめました。 


Ⅱ 結果概要 


  → 構成上の大きな変更はありません。 


Ⅲ 結果詳細（診断情報） 


主に、各県や各施設が、全国と比較した自施設のがん診療状況を把握し、がん診


療の方向性等を検討するための基礎資料です。 


2010 年から集計対象から症例区分：その他の症例を除外しています。 


Ⅳ 結果詳細（腫瘍情報） 


主に、胃、大腸、肝臓、肺、乳房の 5 大がんについて、各県や各施設が、全国と比


較した各がん種、進行度、その治療の分布を把握し、国や都道府県のがん対策に役


立てるための資料です。 


肺がんについて、2009 年と 2010 年のデータを合体し、主なタイプ別（扁平上皮癌、


腺癌、小細胞癌、その他の明示された癌腫）の集計を特別に行いました。それぞれの


タイプについて、病期別登録数と、病期別にみた治療方法の割合を掲載しました。肺


がんは、一般的に、同じ病期でも、タイプが異なれば、標準治療方法が異なるためで


す。  


2. 施設単位の集計は、ホームページ上で、PDF ファイルによる公表としました。 


3. 個人を特定できる可能性を避けるため、集計数が 10 以下の数値は伏せていますが、2009


年と同様、0 の場合は表示しています。 


 
【集計でみえてきたこと】 


① 拠点病院はわが国のがん診療の大きな役割を担っています。 
2009 年と比較して、拠点指定病院の増加に伴い、集計対象施設が 18 施設（4%）増加して


387 施設に、登録数が約 6.1 万例（11%）増加して、集計対象は 548,979 例になりました。この


数は、日本全体の概算の罹患数の 66.9%（2009年と比較して 5.4%増加）であり、わが国のがん


診療において拠点病院が大きな役割を担っていることが分かります。 


② データの品質は向上し、安定してきています。 
 2009 年と同様に、性別、患者の診断時の住所別、年齢別、症例区分別、来院経路別、発見


経緯別、部位別 を集計しました。都道府県や施設によって、診療している対象に特性があり


ますが、それらの特徴は、都道府県別には、2009 年と 2010 年で大きな違いはないことが分か


りました。このことから、都道府県単位には、一定の品質のデータが登録されるようになったと


考えられます。都道府県別の集計値を参考にして、施設別の違いについて、施設の特徴を示


す真の違いなのか、登録方法による人工的な違いなのか、施設自らの評価に利用することが


できるでしょう。 
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③ 肺がんのタイプ別の治療方法について 
 肺癌は、扁平上皮癌、腺癌、小細胞癌の大きく 3つのタイプに分けられます。一般的に、タイプ


が異なれば、同じ病期でも、標準的な治療方法が異なります。治療方法は、患者さんの年齢や


全身状態も考慮して決定されるので、一概には言えませんが、例えば「Ⅰ期の肺の扁平上皮癌


の場合、日本全体では、手術のみの治療が最も多く行われている傾向がある。」ことが、本集計


結果から分かりました。なお、この集計については、集計値が10以下を含む施設が多数となるた


め、施設別の集計値の一般公表は致しません。 


 


【集計の意義・まとめ】 
院内がん登録の課題は多いものの、施設別の集計値を公表することで、各施設のがん診療の


特性を見たり、施設での登録の問題点を把握したりすることができるようになりました。今後、継続


して集計していくことで、その問題点を改善して、より正確で役に立つ情報を公開していくことが


可能になります。 


また、登録には施設に負担もかかりますが、その負担を軽減しつつ、地域がん登録とも協力し


ていくことで、がん対策を立てたり、評価したりするところで役に立つ情報を作ることができます。さ


らに、本集計から導かれる特定の仮説を検証することを目的に、より詳細なデータを収集して検


討を加えるなどの機会が広く研究機関に開かれ、結果として医療の質の評価・向上につながれ


ば、国民にとって大きな利益になると考えられます。 


そのためには、単純な数値だけの比較ではなく、施設ごとの特徴を捉えられるデータとして、ま


ずは登録内容を十分に理解しておられる都道府県･各施設で利用していただいて、集計結果の


解釈を検討していただくことが必要で、その上で将来的には広く国民にも利用できるデータとなる


ように、現状では解釈の難しい情報を活用しやすくするなどの工夫に努めていきます。 


研究での利用についても、今年度より都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会がん登録


部会のもとで、データ利用の手続きが整備され、都道府県･拠点病院関係者の中でのデータ利


用が開始されます。 


また、拠点病院の相談支援センターで集計データを活用することを目指して、相談員への情


報提供や質問に回答するなどの対応を行うことで、希少がんを含めた、患者さんが知りたい情報


の提供を進めるべく検討しております。 


平成 24 年度は、6 月のがん対策推進基本計画の見直しを受けて、各都道府県ではがん対策


推進計画の見直しを計る年です。がん診療の実態や質の評価指標として、本報告書および各都


道府県に還元する集計資料が、有効に活用されることが望まれます。 


 


【ことば・背景事情の説明】 
《がん診療連携拠点病院》 


全国どこでも、「質の高いがん医療」を提供することを目指して、都道府県による推薦を


もとに、厚生労働大臣が指定した病院です。がんに関する診療の体制や設備、情報提供、


他の医療機関との連携などについて国が定めた基準を満たしています。 
がん診療連携拠点病院には、都道府県がん診療連携拠点病院と地域がん診療連携拠点病


院があり、都道府県がん診療連携拠点病院は各都道府県におけるがん診療の質の向上、お


よび医療機関の連携協力体制の構築に関して、中心的な役割を担う病院であり、都道府県


におおむね１カ所が、一方、地域がん診療連携拠点病院は２次医療圏に１カ所を目安に指


定されています。平成 24 年 4 月現在、397 のがん診療連携拠点病院があります。 
《院内がん登録》 


がん登録とは、がん患者さんについて、診断、治療およびその後の転帰に関する情報を


収集し、保管、整理、解析する仕組みのことです。わが国では、大別して ①都道府県が


実施している地域がん登録、②がん診療連携拠点病院などが実施している院内がん登録、


③学会や研究会が実施している臓器がん登録の 3 つのがん登録が実施されています。 
米国では、腫瘍登録士と呼ばれる専門職が診療記録から情報をとって登録するという形
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で院内がん登録が行われ、その内容が州ごとに集計されて地域がん登録に、あるいは全国


で集計されて、がん対策に役立てられています。この米国などの集計結果と比較するため


に、わが国の院内がん登録は米国のがん登録を参考に定められた全国共通の定義・項目を


登録しています。以前は医師による登録が多かったのですが、現在では、医師の協力を得


つつ、国立がん研究センターが行う専門の研修を受けた登録実務者がこの共通の項目の登


録を行っている施設がほとんどとなってきました。この形が整ってきたことにより、国際


基準に準拠した全国統一基準によるデータを得ることができるようになりました。 
《院内がん登録実務者》 


平成 20 年度から国立がん研究センターがん対策情報センターでは、国の予算で実務者の


研修を行って来ました（それ以前から主として研究費・団体からの補助金などを財源に研


修を実施していました）。2012 年 3 月現在、3,483 名（1,108 施設、うち拠点病院勤務者


は 1,694 名）が初級の研修（主要 5 部位の登録ができるレベル）を修了しております。 
《院内がん登録には、どんな場合に登録される》 


患者さんが、その「がん」で初めて自施設を初診した時に施設側で登録されます。前の


施設ですでに治療を受けていたりした場合にはがんの部位などは入力しますが、「初回治


療」（そのがんにとっての初めての治療）とならないので治療の内容は入力されません。 
 


------------------------------------------------------------------------------------- 


【問い合わせ先】 担当： 西本 寛 
独立行政法人国立がん研究センター がん対策情報センター がん統計研究部 院内がん登録室 


〒104-0045 東京都中央区築地５－１－１ 
Tel: 03-3542-2511 内線 3433  Fax: 03-3547-8584 
E-mail: hnishimo@ncc.go.jp 


【情報掲載先】 
国立がん研究センターがん対策情報センターウェブサイト「がん情報サービス」 
医療関係者の方へ 統計 


http://ganjoho.jp/professional/statistics/hosp_c_registry.html 
【解禁日時】 会見終了後 
------------------------------------------------------------------------------------ 
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がん情報サービス 医療関係者向けページ 
http://ganjoho.jp/professional/index.html 
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統計 ＞ がん診療連携拠点病院院内がん登録全国集計 
http://ganjoho.jp/professional/statistics/hosp_c_registry.html 
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		1. 2009年報告書とほぼ同様の構成です。

		Ⅰ　調査方法：収集と集計の対象と方法等の定義や注意事項をまとめました。

		Ⅱ　結果概要

		Ⅲ　結果詳細（診断情報）

		Ⅳ　結果詳細（腫瘍情報）



		2. 施設単位の集計は、ホームページ上で、PDFファイルによる公表としました。

		3. 個人を特定できる可能性を避けるため、集計数が10以下の数値は伏せていますが、2009年と同様、0の場合は表示しています。










概要版 がん診療連携拠点病院院内がん登録2010年診断症例
全国集計 報告書の発行・公開について


国立がん研究センター がん対策情報センター がん統計研究部1


 平成24年3月に発行・公開した2009年診断症例の集
計報告に続き、4回目の報告です。


 2009年報告と比較して、集計対象施設が18施設増え
て387施設、それに伴い全登録数が61,538例増えて、
548,979例でした。


 施設別にみた全登録数の中央値は1,251例、最小168
例、最大8,620例で、2009年報告と比較して、いず
れも少し増加しています。


 2010年報告書は2009年報告とほぼ同様の構成である
ため、容易に2009年の集計値と比較することができ
ます。


国立がん研究センター がん対策情報センター がん統計研究部2


表2-1 全登録数の推移


2007 2008 2009 2010


拠点病院数（調査時） 288 351 377 388


集計対象施設数 287 359 370 387


全登録数 327,889 428,195 487,441 548,979


1施設当たりの全登録数：中央値
（最小-最大）


-- 1,038
（136-8,600）


1,150
（155-8,866）


1,251
（168-8,620）


症例区分8を除く集計登録数 471,827 530,363


2010年 2009年


全体 530,363 100% 全体 471,827 100%
1 大腸 71,662 13.5 1 大腸 64,263 13.6 
2 胃 63,718 12.0 2 胃 59,003 12.5 
3 肺 61,083 11.5 3 肺 53,687 11.4 
4 乳房 52,846 10.0 4 乳房 46,120 9.8 
5 前立腺 40,649 7.7 5 前立腺 36,238 7.7 
6 肝臓 23,368 4.4 6 肝臓 21,992 4.7 
7 子宮頸部 19,829 3.7 7 悪性リンパ腫 16,280 3.5 
8 悪性リンパ腫 18,549 3.5 8 子宮頸部 16,089 3.4 
9 食道 17,434 3.3 9 食道 15,211 3.2 


10 膀胱 17,046 3.2 10 膀胱 14,845 3.2 


表3-7-1 登録数上位10部位
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2010年報告の特筆点


国立がん研究センター がん対策情報センター がん統計研究部3


 肺がんについて、2009年と2010年のデータを合わせ


て、がん細胞の主なタイプ別（扁平上皮癌、腺癌、
小細胞癌、その他の明示された癌腫）の集計を特別
に行いました。それぞれのタイプについて、病期別
登録数と、病期別にみた治療方法の割合を掲載しま
した。肺がんは、一般的に、同じ病期でも、タイプ
が異なれば、標準的な治療方法が異なるためです。


 第3章 結果詳細（診断情報）の章の集計対象から、


セカンドオピニオンなど特殊な登録例である“その
他”の症例を除きました。2009年診断症例も同じ条
件で再集計し、ホームページ上で公開します。


国立がん研究センター がん対策情報センター がん統計研究部4


0期 Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 不明 空欄 合計


扁平上皮癌系 0.2 34.2 11.6 31.0 20.5 2.5 0.1 20,473


腺癌系 0.0 49.5 4.4 15.1 27.1 3.9 0.1 51,997


小細胞癌系 0.0 8.6 5.1 35.1 49.3 1.9 0.0 8,929


その他の明示された癌腫 0.1 23.4 7.7 27.7 38.7 2.5 0.1 8,547


その他 0.0 21.9 3.8 21.1 45.4 7.8 0.1 7,281


合計 0.1 38.2 6.2 21.8 30.1 3.6 0.1 97,227


表4-6-2 病理組織別、UICC TNM分類治療前ステージ別登録数の割合（参照付表 7-6-1）


0期 Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期
適用外等/


術前治療後
不明 空欄 合計


扁平上皮癌系 0.2 62.2 16.9 14.9 1.3 4.0 0.4 0.1 8,707


腺癌系 0.2 77.4 7.1 12.0 1.7 1.3 0.3 0.1 29,184


小細胞癌系 0.0 55.2 16.3 20.7 3.4 3.7 0.4 0.3 730


その他の明示された癌腫 0.6 55.2 16.6 19.5 3.1 4.2 0.6 0.2 2,665


その他 0.0 37.5 3.1 9.4 3.1 25.0 9.4 12.5 32


合計 0.2 72.3 9.9 13.3 1.7 2.1 0.3 0.1 41,318


表4-6-3 病理組織別、UICC TNM分類術後病理学的ステージ別登録数の割合（参照付表 7-6-2）
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